
①京都府テレワーク推進センターについて

②京都府生涯現役クリエイティブセンターについて

③子育てにやさしい職場づくりに向けた府の補助制度

・多様な働き方推進事業費補助金

（子育てにやさしい職場づくりコース）

・多様な働き方推進事業費補助金（テレワークコース）

・就労・奨学金返済一体型支援事業補助金



京都府テレワーク推進センターは、京都府の中小企業等に対し、テレワークの普及を推進することにより、生産性の向上や人材
の確保などWITHコロナ自体の働き方改革を支援するために令和２年９月に設置したセンターです。
令和３年度からは、就労環境改善や業務改善などの多様な働き方に関する相談・支援にも対応できるようになりました。

○センターの機能



○センターの機能（続き）

○センター営業時間など



京都府では、誰もが生涯にわたって学び・働き続けることのできる社会の実現を目指し、令和３年８月に京都府生涯現役クリエ
イティブセンターを開設。当センターでは、「スキルアップしてもっと社内で輝きたい」「新しいことにチャレンジしたい」
「地域で貢献したい」という働く皆様を応援するため、リカレント教育の提供を中心に、キャリア相談から新しい活躍の場の紹
介・マッチングまでの一貫した支援を行っています。

利用日時：（火）〜（金）9時〜1９時

（月）・（土）9時〜1７時

TEL：075-741-8600 ／ 075-741-8603

下京区四条通室町東入函谷鉾町78番地

京都経済センター3階

○センターの機能

○センター営業時間

○経済センター３Ｆフロア



○京都産業を牽引する人材の育成



○地域課題解決の担い手の育成

○受講者の声



子育てにやさしい職場づくりに向けた府の補助制度①

多様な働き方推進事業費補助金
（子育てにやさしい職場づくりコース）

従業員の仕事と家庭の両立に向け、多様な働き方の推進に
取り組む中小企業等に対し、企業負担額の一部を支援

＜補助対象者＞
府内に事業所を有する中小企業等

＜補助対象事業＞
○時間単位の年休制度など従業員の仕事と生活の両立支援に
向けた社内制度の整備

○子連れ出勤の実現に向けた託児スペースやキッズスペースの整備
○年次有給休暇の取得促進や時間外勤務の削減を目的として、労働生産性の向上に
取り組む際に必要となる機器・ソフトウェア等の導入

○多様な働き方の理解促進に向けた社内研修の実施、各種セミナーへの参加
○人材確保に向けた、新たに実施する上記取組の発信

＜補助率・補助上限額＞
〇個別実施の場合 → 補助率：1/2（小規模企業者2/3) ・補助上限：50万円
〇共同実施の場合 → 補助率：2/3 ・補助上限：100万円

＜申請受付期間＞
令和４年４月２８日（木）～１２月２８日（水）



子育てにやさしい職場づくりに向けた府の補助制度②

多様な働き方推進事業費補助金
（テレワークコース）

従業員の仕事と家庭の両立に向け、テレワークに取り組む
中小企業等に対し、企業負担額の一部を支援

＜補助対象者＞
府内に事業所を有する中小企業等

＜補助対象事業＞
○テレワーク実施のための情報通信機器等の導入
○就業規則等、社内規則の整備
○テレワークに関する研修等の実施 等

＜補助率・補助上限額＞
補助率：1/2・補助上限：50万円
※小規模企業者の場合は、補助率：2/3・補助上限：50万円

＜申請受付期間＞
令和４年４月２８日（木）～１２月２８日（水）



子育てにやさしい職場づくりに向けた府の補助制度③

就労・奨学金返済一体型支援事業補助金

奨学金を返済する従業員に手当を支給する中小企業等に対し企業負担額の一部を補助

＜補助対象者＞
府内に事業所を有する中小企業等

＜支援対象者（従業員）の要件＞
次の要件を全て満たす者（年齢制限なし）
・正社員であること
・正社員となってから６年以内であること（中途採用含む）
・受給した奨学金を本人が返済中であること
・府内事業所に勤務していること

＜補助期間＞
支援対象者１人につき最大６年間

＜補助額＞
企業負担額の１／２以内（年間奨学金返済額の１万円を超える部分の１／２以内）
・正社員となってから１年目～３年目：上限９万円／人・年
・正社員となってから４年目～６年目：上限６万円／人・年
※返済猶予期間中に正社員となった者は、初回返済日の月から起算

＜申請受付期間＞
令和４年４月１日（金）～令和５年２月２８日（火）


